
第１号様式（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

葛飾区長 あて 

（申請者）企 業 名                     

代表者氏名                     

所 在 地 葛飾区     丁目   番   号  

電 話 番 号   （    ）            

担当者氏名                     

 

葛飾区新製品・新技術開発費補助金交付申請書 

 

葛飾区新製品・新技術開発費補助金交付要綱第８条第１項の規定により、補助金の交付を受けたい 

ので、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額 

 

金        円 

 

２ 開発のテーマ        

   

   

３ 開発の概略   

   

 

 

  ４ 開発期間      年  月  日 ～     年  月  日      

 

  ５ 開発に必要な費用 

   (1) 収入見込額   

項   目 金   額(円） 内       訳 

自己資金   

区補助金   

   

合    計   

(2) 支出見込額 

項   目 金   額(円） 内       訳 

   

   

   

   

   

合    計   

  （例：調査研究費・試験費・試作費など） 

   

  ６ 添付書類   

別表のとおり 



別表 

添付資料（添付する資料については、「添付資料」の欄に「○」を付してください。） 

※ ２、４、６、７、８については、提出の必要のある場合のみ添付してください。 

※ ５については、創業１年未満の中小企業を除きます。 

※ ９については、添付した資料名（設計図・イメージ図など）を記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料番号 添付資料 資料名 

1 
  

新製品・新技術開発事業計画書（第２号様式） 

2 
  

年度別事業計画書（第２号様式－別紙） 

（事業が複数年度にわたる場合のみ） 

3 
 

企業概要（第３号様式） 

4 
  

グループ構成表（第４号様式） 

（２社以上の中小企業で申請する場合のみ） 

5 

  

＜法人の場合＞ 

法人都民税納税証明書 

＜個人事業者の場合＞ 

特別区民税納税（非課税）証明書（区外在住の個人事業者は特別区民税納税

（非課税）証明書の他に居住地の区市町村民税納税（非課税）証明書 

＜グループを構成する企業で葛飾区外に主たる事業所を有する場合＞ 

法   人：法人都道府県民税納税証明書 

個人事業者：区市町村民税納税（非課税）証明書 

6 

  

開業届の写し、または直近の確定申告書（第一表、第二表）の控えの写し２

年分 

（個人事業主の場合のみ） 

7 
  

登記簿の写し又は創業５年未満であることを証明できる書類 

（創業５年未満の企業のみ） 

8 
  

業務提携に係る契約書等の写しなど、連携した開発事業であることを 

証明できる書類（大学・研究機関等と連携して開発する場合のみ） 

9 
  

その他事業説明に必要な資料 

（                             ） 



第２号様式（第８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    年  月  日 

葛飾区長あて 

（申請者）企 業 名                     

代表者氏名                     

所 在 地 葛飾区    丁目   番   号   

電 話 番 号   （    ）            

 

葛飾区新製品・新技術開発事業計画書 

 

 

１ 開発する技術、製品の概要 

（１）開発の目的と内容 

 

 

 

 

（２）開発する技術、製品の特徴及び新規性 

 

 

 

 

（３）開発する技術、製品の市場性（経済効果） 

 

 

 

 

   ２ 開発の手順、計画 

     

 

 

 

 

   ３ 事業化の計画 

     

 

 

 



第２号様式（第 8 条関係）別紙 

 ※ 開発期間が複数年度にわたる場合のみ提出してください。 

年度別事業計画書 

    年度（１年目） 

開発内容 

  

開発費用 

収入見込額 支出見込額 

  

項  目 金  額 

  

項  目 金  額 

自己資金 円   円 

区補助金 円   円 

借入金 円   円 

  円   円 

  円   円 

その他 円   円 

合  計 円 合  計 円 

     年度（２年目） 

開発内容 

  

開発費用 

収入見込額 支出見込額 

  

項  目 金  額 

  

項  目 金  額 

自己資金 円   円 

区補助金 円   円 

借入金 円   円 

  円   円 

  円   円 

その他 円   円 

合  計 円 合  計 円 

     年度（３年目） 

開発内容 

  

開発費用 

収入見込額 支出見込額 

  

項  目 金  額 

  

項  目 金  額 

自己資金 円   円 

区補助金 円   円 

借入金 円   円 

  円   円 

  円   円 

その他 円   円 

合  計 円 合  計 円 



第３号様式（第８条関係） 

企 業 概 要 

企 業 名   代 表 者 名   

本社所在地 〒 

上記の他に

有する工場

営 業 所 等 

〒 

電   話    Ｆ Ａ Ｘ  

ホームペー

ジアドレス 
    

Ｅ メ ー ル  

アドレス 
 

資  本  金 (元入金)        万円 従 業 員 数 (事業主を含む）        人    

設 立 年 月       年   月 設立 区内営業年数                年 

事 業 内 容 

加 工 内 容 
  

設   備 

 

主 要 製 品 

 

得 意 分 野 

(自社 PR 等) 

 

そ  の  他 

(特許等) 

 



第４号様式（第８条関係） 

グ ル ー プ 構 成 表 

※ ２企業以上で開発する場合のみ必要です。 

  1 2 3 4 

企 業 名 

    

所 在 地 

  

 

丁目  番    号 

 

 

丁目  番    号 

 

 

丁目  番    号 

 

 

丁目  番    号 

電   話 

    

Ｆ Ａ Ｘ 

    

代 表 者 名 

    

代表者住所 

 

 

丁目   番   号 

 

 

丁目   番   号 

 

 

丁目   番   号 

 

 

丁目   番   号 

電   話 
    

資 本 金         円         円         円         円 

従 業 員 数 

（事業主を含む） 
        人         人         人         人 

業   種 

取 扱 品 目 

    

設 立 年 月 

    年 月設立 

 

(区内営業年数  年) 

    年 月設立 

 

(区内営業年数  年) 

    年 月設立 

 

(区内営業年数  年) 

    年 月設立 

 

(区内営業年数  年) 

備   考 

    

 


